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第１章  総則  

（趣旨）  

第１条  この規則は、四日市市犯罪被害者等支援条例（令和元年四日市市

条例第３４号。以下「条例」という。）の施行に関し必要な事項を定め

るものとする。  

（用語）  

第２条  この規則において使用する用語の意義は、条例において使用する

用語の意義による。  

（遺族の範囲等）  

第３条  条例第７条に規定する遺族は、特定犯罪被害者の死亡の時におい

て、次の各号のいずれかに該当する者とする。  

(1) 特定犯罪被害者の配偶者（婚姻の届出をしていないが、事実上婚姻

関係と同様の事情にあった者を含む。）  

(2) 前号に該当する者がいない場合にあっては、特定犯罪被害者の収入

によって生計を維持していた当該特定犯罪被害者の子、父母、孫、祖

父母及び兄弟姉妹（以下「生計維持遺族」という。）  

(3) 前２号に該当する者がいない場合にあっては、前号に該当しない特

定犯罪被害者の子、父母、孫、祖父母及び兄弟姉妹  

２  特定犯罪被害者の死亡の当時胎児であった子が出生した場合におい

ては、前項の規定の適用については、その子は、その母が特定犯罪被害

者の死亡の当時特定犯罪被害者の収入によって生計を維持していると

きにあっては同項第２号の子と、その他のときにあっては同項第３号の



子とみなす。  

３  条例第７条及び第８条が規定する必要な支援として市長が行う給付

金（第４条から第７条までの規定により市長が給付する金銭をいう。以

下同じ。）の給付並びに条例第９条に規定する支援金（以下「支援金」

という。）の支給を受けることができる遺族の順位は、第１項各号の順

序とし、同項第２号及び第３号に掲げる者のうちにあっては、それぞれ

当該各号に掲げる順序とする。  

４  特定犯罪被害者を故意に死亡させ、又は特定犯罪被害者の死亡前に、

その者の死亡によって給付金の給付若しくは支援金の支給を受けるこ

とができる先順位若しくは同順位の遺族となるべき者を故意に死亡さ

せた者は、条例第７条から第９条までに規定する遺族としない。特定犯

罪被害者の死亡後に給付金の給付又は支援金の支給を受けることがで

きる先順位又は同順位の遺族を故意に死亡させた者も、同様とする。  

第２章  給付金  

（家事援助費用の給付）  

第４条  市長は、条例第７条の規定により、特定犯罪被害者等が、次の各

号のいずれかに該当するときに、家事に関する支援に要する費用（以下

「家事援助費用」という。）の給付を行うことができる。  

(1) 特定犯罪被害に伴い病院等へ通院又は入院するとき。  

(2) 特定犯罪被害に関する刑事手続又は民事手続に関与する必要があ

るため警察、司法関係機関等へ出向くとき。  

(3) 前２号に掲げるもののほか、市長が必要と認めたとき。  

２  家事援助費用は、次に掲げる家事援助を事業者から受けるために要し

た費用とする。  

(1) 調理  

(2) 洗濯  

(3) 住居の掃除及び整理整頓  

(4) 生活必需品の買い物  

(5) 通院等の介助  

(6) 前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認めるもの  

３  家事援助費用の給付の額は、１時間当たりの家事援助費用に相当する

額（当該額が３，０００円を超えるときは、３，０００円）に前項のサ

ービスを利用した時間数を乗じて得た額（当該額に１００円未満の端数



があるときは、これを切り捨てた額）とする。  

４  家事援助費用の給付を受けることができる時間は、一の特定犯罪被害

について３０時間を超えることができない。  

５  給付を受けることができる家事援助費用は、特定犯罪被害を受けた日

から６月以内に発生したものに限る。  

（一時保育費用の給付）  

第５条  条例第７条の保育に要する費用は、児童福祉法（昭和２２年法律

第１６４号）第６条の３第３項の子育て短期支援事業、同条第７項の一

時預かり事業又は同条第１４項の子育て援助活動支援事業等の利用に

要した費用（以下「一時保育費用」という。）をいう。  

２  一時保育費用の給付の額は、１日当たりの一時保育費用に相当する額

（当該額が３，０００円を超えるときは、３，０００円）に前項のサー

ビスを利用した日数を乗じて得た額とする。  

３  一時保育費用の給付の日数は、一の特定犯罪被害について５日を超え

ることができない。  

４  前条第１項及び第５項の規定は、一時保育費用の給付について準用す

る。  

（転居費用の給付）  

第６条  市長は、条例第８条の規定により、特定犯罪被害者等が、次の各

号のいずれかに該当するときに、転居するために要する費用（以下「転

居費用」という。）の給付を行うことができる。  

(1) 従前の住居又はその付近において特定犯罪被害にあったために、当

該住居に居住し続けることが困難となったとき。  

(2) 特定犯罪行為により住居が滅失し、又は著しく損壊したために居住

できなくなったとき。  

(3) 二次被害により、平穏な生活を営むことができないとき。  

(4) 前３号に類する事由があるとき。  

２  転居費用は、次に掲げる費用とする。  

(1) 家具等の搬送に要する費用（搬送費用に梱包サービスに係る費用が

含まれるときは、当該費用を除く額とする。）  

(2) 新たな住居に入居する際に要する敷金、礼金、仲介手数料、火災保

険料、保証料その他の費用  

３  転居費用の給付の額は、一の特定犯罪被害について、２００，０００



円を超えない範囲内で、転居費用の合計額に相当する額とする。  

４  給付を受けることができる転居費用は、特定犯罪被害を受けた日から

１年以内に発生したものに限る。  

（家賃の給付）  

第７条  条例第８条に規定する家賃とは、賃料、使用料その他特定犯罪被

害者等が居住の対価として貸主に払う金銭をいう。  

２  家賃の給付の額は、１月当たりの家賃の２分の１に相当する額（当該

額が３５，０００円を超えるときは、３５，０００円）に家賃を支払っ

た月数を乗じて得た額（当該額に１，０００円未満の端数があるときは、

これを切り捨てた額）とする。  

３  給付を受けることができる家賃は、特定犯罪被害を受けた日から１年

以内に発生した家賃で、賃貸住宅、市営住宅等に入居した日の属する月

の翌月（入居した日が月の初日であるときは、入居した日の属する月）

から６月以内に発生した家賃とする。  

４  前条第１項の規定は、家賃の給付について準用する。  

（給付の申請）  

第８条  給付金の給付を受けようとする者は、日常生活等支援給付申請書

（第１号様式）及び犯罪被害申告書（第２号様式）に、次の各号に掲げ

る区分に応じ、給付の対象となる費用の支払いを証する領収書又はこれ

に準ずる書類及び当該各号に定める書類を添えて、市長に申請しなけれ

ばならない。ただし、市長が特に認めるときは、当該書類の添付を要し

ない。  

(1) 特定犯罪被害者が申請する場合  次に掲げる書類  

ア  重傷病に該当することが証明できる医師の診断書（受傷日、療養

期間、入院日数（精神疾患にかかるものについては、入院日数の代

わりに、その症状の程度が通算３日以上労務に服することができな

い旨）及び傷病名が明記されているものに限る）  

イ  住民票の写し、戸籍の附票その他特定犯罪被害の原因となる特定犯

罪行為が行われた時において、四日市市内に住所を有していた者又は

居住していた者であることを証明する書類  

ウ  盗難等被害届出証明書、交通事故証明書その他特定犯罪被害にあっ

た事実を認めることができる書類  

エ  アからウまでに掲げるもののほか、市長が必要と認める書類  



(2) 遺族が申請する場合  次に掲げる書類  

ア  特定犯罪被害者の死亡診断書、死体検案書その他当該犯罪被害者の

死亡の事実及び死亡の年月日を証明することができる書類の写し  

イ  住民票の写し、戸籍の附票その他申請を行う者が、特定犯罪被害の

原因となる特定犯罪行為が行われた時において、四日市市内に住所を

有していた者又は居住していた者であることを証明する書類  

ウ  申請を行う者の氏名、生年月日及び特定犯罪被害者との続柄に関す

る戸籍の謄本、抄本その他の証明書  

エ  住民票の写し、特定犯罪被害者及び申請を行う者の親族、友人、隣

人等の申述書その他申請を行う者が特定犯罪被害者と婚姻の届出を

していないが、特定犯罪被害者の死亡の当時事実上婚姻関係と同様の

事情にあった者であるときは、その事実を認めることができる書類  

オ  申請を行う者が配偶者（婚姻の届出をしていないが、特定犯罪被害

者の死亡の当時事実上婚姻関係と同様の事情にあった者を含む。）以

外の者であるときは、先順位の人の死亡を明らかにすることができる

戸籍の謄本、抄本その他申請を行う者が第１順位遺族であることを証

明することができる書類  

カ  申請を行う者が生計維持遺族であるときは、当該特定犯罪被害の原

因となった特定犯罪行為が行われた時において、特定犯罪被害者の収

入によって生計を維持していた事実を認めることができる書類  

キ  給付金の給付を受けることができる遺族が２人以上あるときは、四

日市市犯罪被害者等支援金受給代表者決定申出書（第３号様式）  

ク  盗難等被害届出証明書、交通事故証明書その他特定犯罪被害にあっ

た事実を認めることができる書類  

ケ  アからクまでに掲げるもののほか、市長が必要と認める書類  

２  前項の規定による申請のうち、第４条及び第５条の規定による給付を

受けようとする者は、特定犯罪被害を受けた日から１年を経過したとき、

第６条及び第７条の規定による給付を受けようとする者は、特定犯罪被

害を受けた日から２年を経過したときは、行うことができない。ただし、

その期間内に申請しなかったことについて、やむを得ない理由があると

市長が認めるときは、この限りでない。  

３  第１項の規定による申請を行うよりも前に、第１３条第１項の規定に

よる申請を行っていたときは、重複する書類の提出を省略することがで



きる。  

（給付金の支給制限）  

第９条  次に掲げる場合には、給付金の全部又は一部を支給しないことが

できる。  

(1) 市の他の施策により、給付金の支給対象となる費用の全部又は一部

について給付が行われたとき。  

(2) 特定犯罪行為が行われた時において、特定犯罪被害者とその加害者

との間に、３親等内の親族関係（事実上の婚姻関係を含む。）がある

とき。ただし、特定犯罪被害者が１８歳未満の者を監護していたとき、

特定犯罪行為が次のいずれかに該当したとき、又は当該特定犯罪行為

が行われた時点で、当該特定犯罪被害者の申立てにより加害者に対し、

配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護等に関する法律（平成１３

年法律第３１号）第１０条の規定による保護命令が発せられていたと

きを除く。  

ア  児童虐待の防止等に関する法律（平成１２年法律第８２号）第２

条に規定する児童虐待  

イ  高齢者虐待の防止、高齢者の養護者に対する支援等に関する法律

（平成１７年法律第１２４号）第２条第３項に規定する高齢者虐待

（同条第４項第２号並びに第５項第１号（同号ホに係る部分に限

る。）及び第２号（同項第１号ホに係る部分に限る。）に掲げる行為

を除く。）  

ウ  障害者虐待の防止、障害者の養護者に対する支援等に関する法律

（平成２３年法律第７９号）第２条第２項に規定する障害者虐待

（同条第６項第２号、第７項第５号及び第８項第５号に掲げる行為

を除く。）  

(3) 給付を受けようとする特定犯罪被害者等に、次のいずれかに該当す

る事由があったとき。  

ア  特定犯罪行為を誘発したことその他の責めに帰すべき行為があ

ったこと。  

イ  特定犯罪行為に対する報復として、加害者その他の加害者と密接

な関係のある者の生命を害したこと又は身体に重大な害を加えた

こと。  

ウ  特定犯罪行為を容認していたこと。  



エ  別表に掲げる一に該当する者であること。  

(4) 前各号に掲げるもののほか、特定犯罪被害者又はその遺族と加害者

との関係その他の事情から判断して、給付金を支給することが社会通

念上適切でないと認められるとき。  

（給付の決定）  

第１０条  市長は、第８条第１項の申請があったときは、その内容を審査

し、給付の可否を決定し、日常生活等支援給付決定通知書（第４号様式）

又は日常生活等支援不支給決定通知書（第５号様式）により申請者に通

知するとともに、給付を決定した者に対し給付金を給付するものとする。 

（給付の決定の取消し等）  

第１１条  市長は、給付の決定を受けた者がその決定後において給付の要

件を満たさないこと又は第９条各号のいずれかに該当することが判明

したときは、給付の決定を取り消し、給付を行った額の全部又は一部を

その者から返還させるものとする。  

第３章  支援金  

（支援金の種類）  

第１２条  支援金は、重傷病支援金及び遺族支援金とする。  

２  重傷病支援金は、特定犯罪行為により重傷病を負った特定犯罪被害者

に対して支給するものとし、その額は１０万円とする。  

３  遺族支援金は、特定犯罪行為により死亡した特定犯罪被害者の遺族に

対して支給するものとし、その額は３０万円とする。ただし、既に重傷

病支援金を支給された特定犯罪被害者が当該重傷病に起因して死亡し

た場合にあっては、２０万円とする。  

４  一の特定犯罪被害について、同一の世帯において前２項に規定する支

援金の支給対象者が複数いる場合、又は、支給対象者が複数の支給を受

けることとなる場合には、上限を３０万円として支給する。  

（支援金の申請）  

第１３条  支援金の支給を受けようとする者は、犯罪被害申告書（第２号

様式）に、次の各号に掲げる支援金の区分に応じ、当該各号に定める書

類を添えて市長に申請しなければならない。ただし、市長が特に認める

ときは、当該書類の添付を要しない。  

(1) 重傷病支援金  重傷病支援金支給申請書（第６号様式）及び第８条

第１項第１号に掲げる書類  



(2) 遺族支援金  遺族支援金支給申請書（第７号様式）及び第８条第１

項第２号に掲げる書類  

２  前項の申請は、特定犯罪行為による死亡若しくは重傷病の発生を知っ

た日から２年を経過したとき、又は当該死亡若しくは重傷病が発生した

日から７年を経過したときは、行うことができない。ただし、その期間

内に申請しなかったことについて、やむを得ない理由があると市長が認

めるときは、この限りでない。  

３  第１項の規定による申請を行うよりも前に、第８条第１項の規定によ

る申請を行っていたときは、重複する書類の提出を省略することができ

る。  

（支給の決定）  

第１４条  市長は、前条第１項の申請があったときは、速やかに審査し、

支給の可否を決定し、支援金支給決定通知書（第８号様式 )又は支援金

不支給決定通知書（第９号様式）により申請者に通知するとともに、支

給を決定した者に対し支援金を支給するものとする。  

（給付金に関する規定の準用）  

第１５条  第９条（第１号を除く。）及び第１１条の規定は、支援金の支

給について準用する。  

第４章  雑則  

（補則）  

第１６条  この規則に定めるもののほか、条例の施行に関し必要な事項は、

市長が別に定める。  

附  則  

この規則は、公布の日から施行する。  

（市民文化部市民協

働安全課）  

  



別表（第９条関係）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

１ 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７

号。以下「暴対法」という。）第２条第６号に規定する暴力団員（以下「暴

力団員」という。）と認められる場合 

２ 自己若しくは第三者の不正な利益を図り、又は第三者に損害を与える目的

を持って、暴対法第２条第２号に規定する暴力団（以下「暴力団」という。）

の威力又暴力団若しくは暴力団員に協力し、若しくは関与した者若しくは暴

力団の関係者として警察等捜査機関が通報若しくは確認した者（以下「暴力

団関係者」という。）を利用したと認められる場合 

３ 暴力団又は暴力団関係者に資金等の供給、資材等の購入など積極的に暴力

団の維持、運営に協力し、又は関与していると認められる場合 

４ 暴力団又は暴力団関係者と密接な関係を有していると認められる場合（密

接な関係とは、友人又は知人として、会食、遊戯、旅行、スポーツ等を共に

するなどの交遊をしている場合をいう。この場合、特定の場所で偶然出会っ

た場合は含まないが、年１回でもその事実がある場合は当該要件に該当す

る。） 

５ 暴力団又は暴力団関係者と社会的に非難されるべき関係を有していると

認められる場合（社会的に非難される関係とは、たとえば、暴力団事務所の

新築等に係る請負契約を結び、又は暴力団関係者が開催するパーティー等そ

の他の会合に招待し、招待され、若しくは同席するような関係を含む。この

場合、特定の場所で偶然出会った場合等は含まない。） 

 



第１号様式（第８条関係） 

 

日常生活等支援給付申請書 

（家事援助・一時保育・転居費用・家賃補助） 

 

年  月  日  

 

 四日市市長      宛 

                  

申 請 者 

住  所                   

氏  名                       ㊞  

生年月日       年   月   日生  

連 絡 先    －    －         

 

日常生活等支援（家事援助・一時保育・転居費用・家賃補助）の給付を受けたいので、

次のとおり必要な書類を添えて申請します。 

  

１ 特定犯罪被害の原因となった特定犯罪行為のあった日・場所 

 

        年月日        年    月    日 

 

     場 所 

 

２ 特定犯罪被害の状態 

   

 

 

３ 加害者との親族関係 

 

  □なし   □あり（       ） 

 

 

４ 特定犯罪被害者による特定犯罪行為誘発等 

当該特定犯罪行為を誘発、容認する等、責めに帰すべき行為の有無 

 

□なし   □あり    

 

 

 



５ 暴力団員等の関係 

 ・ 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第２条第２号及び第６号に規定 

する暴力団・暴力団員である。 

 □いいえ 

 

・ 前記暴力団・暴力団員に協力し、若しくは関与する等密接な関係がある。 

□なし  

 

６  給付金の返還 

給付金の支給後に、故意の犯罪による被害でないと判明した場合、若しくは給付金 

の支給後に四日市市犯罪被害者等の支援に関する条例施行規則第９条（給付金の支給 

制限）又は第１１条（給付の決定の取消し等）の規定に該当することが判明した場合、 

同規則第１１条の規定に基づき、既に給付を受けた給付金を速やかに返還いたします。 

□はい  

 

７ 代理申請 

  代理申請理由 

 

 

 

                （法定代理人） 

住  所                   

氏  名                       ㊞  

生年月日       年   月   日生  

連 絡 先    －     －        

 

８ 給付金の受取方法等 

申請金額                       円 

給付金の種類 
□家事援助費用 □一時保育費用 

□転居費用   □家賃 

希望する 

受取方法 

□ 口座振込 

 名義人氏名： 

 金融機関名： 

 支 店 名： 

 口 座 種 別： 

 口 座 番 号： 

□ 市役所窓口での受領 

□ その他（                    ） 

※ 該当する□の枠にチェックしてください。 



添付書類 

 □ 犯罪被害申告書（第２号様式） 

 □ 給付の対象となる費用の支払いを証する領収書又はこれに準ずる書類 

⑴特定犯罪被害者が申請する場合 

□ 重傷病に該当することが証明できる医師の診断書 

  診断書には、受傷日、療養期間、入院日数、傷病名を明記すること。ただし、精

神疾患に係るものについては、入院日数の記載は要せず、その症状の程度が通算３

日以上労務に服することができないことを明記すること。 

□ 特定犯罪被害の原因となる特定犯罪行為が行われた時において、四日市市内に住

所を有していた者であることを証明する書類（住民票の写し、戸籍の附票等） 

□ 特定犯罪被害にあった事実を認めることができる書類（盗難等被害届出証明書、

交通事故証明書等） 

□ 上記に掲げるもののほか、市長が必要と認める書類 

⑵遺族が申請する場合 

□ 特定犯罪被害者の死亡診断書又は死体検案書その他当該特定犯罪被害者の死亡

の事実及び死亡の年月日を証明することができる書類の写し 

□ 申請者が、特定犯罪被害の原因となる特定犯罪行為が行われた時において、四日

市市内に住所を有していた者又は居住していた者であることを証明する書類（住民

票の写し、戸籍の附票等） 

□ 申請者の氏名、生年月日及び特定犯罪被害者との続柄に関する戸籍の謄本又は抄

本その他の証明書  

□ 申請者が特定犯罪被害者と婚姻の届出をしていないが、特定犯罪被害者の死亡の

当時事実上婚姻関係と同様の事情であった者であるときは、その事実を認めること

ができる書類（住民票の写し、特定犯罪被害者及び申請者の親族、友人、隣人等の

申述書等） 

□ 申請者が配偶者（婚姻の届出をしていないが、特定犯罪被害者の死亡の当時事実

上婚姻関係と同様の事情にあった者を含む。）以外の者であるときは、第１順位遺

族であることを証明することができる書類（先順位の人の死亡を明らかにすること

ができる戸籍の謄本又は抄本） 

□ 申請者が生計維持遺族であるときは、当該特定犯罪被害の原因となった特定犯罪

行為が行われた時において、特定犯罪被害者の収入によって生計を維持していた事

実を認めることができる書類 

□ 給付金の給付を受けるべき遺族が２人以上あるときは、四日市市犯罪被害者等支

援金受給代表者決定申出書（第３号様式） 

□ 特定犯罪被害にあった事実を認めることができる書類（盗難等被害届出証明書、

交通事故証明書等） 

□ 上記に掲げるもののほか、市長が必要と認める書類 

注１ （家事援助・一時保育・転居費用・家賃補助）の該当するもの全てに○印を 

付してください。 

２ □のある欄は、該当する項目□のレ印を付してください。 

 ３ 法定代理人によって代理申請する場合は､上記書類のほか、法定代理人であること 

  を証明する書類を提示してください。



第２号様式（第８条及び第１３条関係） 

 

 

犯 罪 被 害 申 告 書 

 

年  月  日 

 

１ 特定犯罪被害者              

   住  所                           

  氏  名               

生年月日      年  月  日生 

 

２ 加害者（判明していない場合は、記載は不要） 

   住  所                   

  氏  名             （   歳） 

   

３ 特定犯罪被害の原因となった特定犯罪行為のあった日・場所 

   年 月 日          年    月    日 

   場  所         

 

４ 特定犯罪被害の状況（警察に届け出た内容等） 

 

 

 

５ 特定犯罪被害にかかる罪名（判明していない場合は、記載は不要） 

 

 

 

６ 事件捜査担当警察署 

 

         都道府県        警察署 

 

                         

７ 情報提供同意 

給付金の給付又は支援金の支給に必要な警察等関係機関が保有する特定犯罪被害者

等の個人情報について、四日市市が調査することに同意します。 

  

（申告者） 

住 所 

氏 名                     ㊞  

連絡先     －    



第３号様式（第８条及び第１３条関係） 

年  月  日   

 

四日市市長      宛 

 

代表者 住 所               

氏 名             ㊞  

特定犯罪被害者との続柄（   ） 

連絡先    －    －      

四日市市犯罪被害者等支援金受給代表者決定申出書 

 

  私は、遺族支援金等の給付対象者である第１順位遺族を代表し、遺族支援金等を受給

する者に指定されたことを申出します。 

 なお、下記第１順位遺族以外に新たな第１順位遺族が判明した場合は、代表者の責任

において解決いたします。 

 

記 

 

私は、上記代表者が遺族支援金等を受給することに同意します。 

上記代表者以外の 

第１順位遺族  

（署名・押印） 

特定犯罪 

被害者との 

続柄 

住  所 連 絡 先 

㊞    

㊞    

㊞    

㊞    

㊞    

  

第１順位遺族である者のうち、上記欄に署名等ができない者の理由等（未成年者若しく

は所在不明等）については、下記のとおり申出します。   

第１順位遺族氏名 

特定犯罪 

被害者との 

続柄 

署 名 で き な い 理 由 

   

   



第４号様式（第１０条関係） 

                               市安第     号 

                                 年  月  日 

 

 

                様 

 

                           四日市市長        

 

 

日常生活等支援給付決定通知書 

 

 

 

     年  月  日付けで申請のあった日常生活等支援給付について、次のとおり

給付することを決定したので通知します。 

 

 

 

     １ 給付金の種類 

 

 

 

     ２ 給付金の額 

 

              金           円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 給付金の支給後に、「給付金の支給を受ける資格がないと判明したとき」、 

「偽りその他不正の手段により給付金の支給の決定を受けたと認めるとき」 

のいずれかに該当した場合は、給付金の返還を求めることがあります。 

※ 市長が給付金の返還を求めたときは、市長が定める日までに給付金を返還 

しなければなりません。 



第５号様式（第１０条関係） 

                               市安第     号 

                                 年  月  日 

 

 

                様 

 

                           四日市市長        

 

 

 

日常生活等支援不支給決定通知書 

 

 

 

 

 

 

     年  月  日付けで申請のあった日常生活等支援について、次の理由により、

給付しないことに決定したので通知します。 

 

 

 

     理由 

 

 

 

      

 

              

 

 

 

 

 



 

第６号様式（第１３条関係） 

 

四日市市犯罪被害者等支援金（重傷病支援金）支給申請書 

 

  年  月  日  

 

 四日市市長      宛 

                  

申 請 者 

住  所                   

氏  名                       ㊞  

生年月日       年   月   日生  

連 絡 先    －    －         

 

重傷病支援金の支給を受けたいので、次のとおり必要な書類を添えて申請します。 

  

１ 特定犯罪被害の原因となった特定犯罪行為のあった日・場所 

 

        年月日        年    月    日 

 

     場 所 

 

２ 負傷又は疾病の状態 

   

 

 

３ 加害者との親族関係 

 

  □なし   □あり（                          ） 

   

 

４ 特定犯罪被害者による特定犯罪行為誘発等 

当該犯罪行為を誘発、容認する等、責めに帰すべき行為の有無 

 

□なし   □あり    

 

 

 

 



５ 暴力団員等の関係 

 ・ 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第２条第２号及び第６号に規定 

する暴力団・暴力団員である。 

 □いいえ   

 

・ 前記暴力団・暴力団員に協力し、若しくは関与する等密接な関係がある。 

□なし    

 

６  支援金の返還 

支援金の給付後に、故意の犯罪による被害でないと判明した場合、若しくは支援金 

の給付後に四日市市犯罪被害者等の支援に関する条例施行規則第９条（給付金の支給 

制限）又は第１２条（給付の決定の取消し等）の規定に該当することが判明した場合、 

同規則第１２条の規定に基づき、既に給付を受けた支援金を速やかに返還いたします。 

□はい    

 

７ 代理申請 

  代理申請理由 

 

 

 

 

                （法定代理人） 

住  所                   

氏  名                       ㊞  

生年月日       年   月   日生  

連 絡 先    －     －        

 

８ 支援金の受取方法等 

申請金額                       円 

希望する 

受取方法 

□ 口座振込 

 名義人氏名： 

 金融機関名： 

 支 店 名： 

 口 座 種 別： 

 口 座 番 号： 

□ 市役所窓口での受領 

□ その他（                    ） 

 

※ 該当する□の枠にチェックしてください。 



 

添付書類 

 □ 犯罪被害申告書（第２号様式） 

□ 重傷病に該当することが証明できる医師の診断書 

  診断書には、受傷日、療養期間、入院日数、傷病名を明記すること。ただし、精

神疾患に係るものについては、入院日数の記載は要せず、その症状の程度が通算３

日以上労務に服することができないことを明記すること。 

□ 特定犯罪被害の原因となる特定犯罪行為が行われた時において、四日市市内に住

所を有していた者であることを証明する書類（住民票の写し、戸籍の附票等） 

□ 特定犯罪被害にあった事実を認めることができる書類（盗難等被害届出証明書、

交通事故証明書等） 

□ 上記に掲げるもののほか、市長が必要と認める書類 

 

注１ □のある欄は、該当する項目□のレ印を付してください。 

 ２ 法定代理人によって代理申請する場合は､上記書類のほか、法定代理人であること 

  を証明する書類を提示してください。 



第７号様式（第１３条関係） 

 

四日市市犯罪被害者等支援金（遺族支援金）支給申請書 

 

  年  月  日  

 

  四日市市長      宛 

                  

申 請 者 

住  所                   

氏  名                       ㊞  

生年月日       年   月   日生  

連 絡 先    －     －        

 

遺族支援金の支給を受けたいので、次のとおり必要な書類を添えて申請します。 

 

 

１ 特定犯罪被害の原因となった特定犯罪行為のあった日・場所 

 

        年月日       年    月    日 

    

    場 所 

 

２ 特定犯罪被害者の住所・氏名 

 

      住 所 

 

      氏 名    

 

３ 特定犯罪被害者との続柄  

    □配偶者 □子 □父母 □孫 □祖父母 □兄弟姉妹 □その他（      ） 

 

４ 特定犯罪被害者と加害者との親族関係 

  □なし   □あり（                          ） 

   

 

 



 

５ 特定犯罪被害者による特定犯罪行為誘発等 

当該犯罪行為を誘発、容認する等、責めに帰すべき行為の有無 

  □なし   □あり 

 

６ 暴力団員等の関係 

  犯罪被害者及び申請者とも、 

 ・ 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第２条第２号及び第６号に規定 

する暴力団・暴力団員である。 

□いいえ  

 

 ・ 前記暴力団・暴力団員に協力し、若しくは関与する等密接な関係がある。 

   □なし   

 

７  支援金の返還 

支援金の支給後に、故意の犯罪による被害でないと判明した場合、若しくは支援金の支

給後に四日市市犯罪被害者等の支援に関する条例施行規則第９条（給付金の支給制限）

又は第１１条（給付の決定の取り消し等）の規定に該当することが判明した場合、同規

則第１１条の規定に基づき、既に給付を受けた支援金を速やかに返還いたします。 

   □はい  

 

８ 代理申請 

  代理申請をする理由 

 

 

 

                （法定代理人） 

住  所                   

氏  名                       ㊞  

生年月日       年   月   日生  

連 絡 先    －     －        

 

９ 過去に、四日市市犯罪被害者等支援金の給付を受けた場合は、その支援金の種類 

  □ 重傷病支援金  

 

 

 

 

 

 

 



１０ 支援金の受取方法等 

申請金額                       円 

希望する 

受取方法 

□ 口座振込 

 名義人氏名： 

 金融機関名： 

 支 店 名： 

 口 座 種 別： 

 口 座 番 号： 

□ 市役所窓口での受領 

□ その他（                    ） 

 

※ 該当する□の枠にチェックしてください。 

 

 

 



注１ □のある欄は、該当する項目□のレ印を付してください。 

 ２ 法定代理人によって代理申請する場合は､上記書類のほか、法定代理人であること 

を証明する書類を提示してください｡ 

 添付書類 

  □ 犯罪被害申告書（第２号様式） 

□ 特定犯罪被害者の死亡診断書又は死体検案書その他当該特定犯罪被害者の死亡の事

実及び死亡の年月日を証明することができる書類の写し 

□ 申請者が、特定犯罪被害の原因となる特定犯罪行為が行われた時において、四日市

市内に住所を有していた者又は居住していた者であることを証明する書類（住民票の

写し、戸籍の附票等） 

□ 申請者の氏名、生年月日及び特定犯罪被害者との続柄に関する戸籍の謄本又は抄本

その他の証明書  

□ 申請者が特定犯罪被害者と婚姻の届出をしていないが、特定犯罪被害者の死亡の当

時事実上婚姻関係と同様の事情であった者であるときは、その事実を認めることがで

きる書類（住民票の写し、犯罪被害者及び申請者の親族、友人、隣人等の申述書等） 

□ 申請者が配偶者（婚姻の届出をしていないが、特定犯罪被害者の死亡の当時事実上

婚姻関係と同様の事情にあった者を含む。）以外の者であるときは、第１順位遺族であ

ることを証明することができる書類（先順位の人の死亡を明らかにすることができる

戸籍の謄本又は抄本） 

□ 申請者が生計維持遺族であるときは、当該特定犯罪被害の原因となった特定犯罪行

為が行われた時において、特定犯罪被害者の収入によって生計を維持していた事実を

認めることができる書類 

□ 遺族支援金の給付を受けるべき遺族が２人以上あるときは、四日市市犯罪被害者等

支援金受給代表者決定申出書（第３号様式） 

□ 特定犯罪被害にあった事実を認めることができる書類（盗難等被害届出証明書、交

通事故証明書等） 

□ 上記に掲げるもののほか、市長が必要と認める書類 



第８号様式（第１４条関係） 

                               市安第     号 

                                 年  月  日 

 

 

 

                様 

 

                           四日市市長        

 

 

四日市市犯罪被害者等支援金支給決定通知書 

 

     年  月  日付けで申請のあった四日市市犯罪被害者等支援金について、 

次のとおり支給することを決定したので通知します。 

 

 

 

     １ 支援金の種類 

 

 

 

     ２ 支援金の額 

 

              金           円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 支援金の支給後に、「支援金の給付を受ける資格がないと判明したとき」、 

「偽りその他不正の手段により支援金の給付の決定を受けたと認めるとき」 

のいずれかに該当した場合は、支援金の返還を求めることがあります。 

※ 市長が支援金の返還を求めたときは、市長が定める日までに支援金を返還 

しなければなりません。 



 
第９号様式（第１４条関係） 

                               市安第     号 

                                 年  月  日 

 

 

 

                様 

 

                           四日市市長        

 

 

四日市市犯罪被害者等支援金不支給決定通知書 

 

     年  月  日付けで申請のあった四日市市犯罪被害者等支援金について、 

次の理由により、支給しないことに決定したので通知します。 

 

 

 

     理由 

 

 

 

      

 

              

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


